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一関市の紹介
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猊鼻渓 厳美渓 一関・平泉ﾊﾞﾙｰﾝﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ ILC（国際ﾘﾆｱｺﾗｲﾀﾞｰ）

本市は、宮城、秋田の両県に隣接し、市内には３県に
またがる栗駒山（1,626 m）、厳美渓や猊鼻渓の名勝地、
一関温泉郷などの観光地があり、世界遺産のまち「平泉」
や三陸方面への観光拠点にもなっています。
現在、ＩＬＣ（国際リニアコライダー）の誘致実現に

向けた取り組みを行っており、一関市発展の基軸と位置
付けています。

位 置：岩手県の南（東北地方のほぼ中央）
東京からは約450 ㎞

人 口：114,438人（令和２年４月１日）
総面積：1,256.42 ㎢（香川県の面積の約２／３）

◆水道普及率は88.64％
（Ｈ30年度決算）

◆管路延長は宮古島までの
直線距離とほぼ同じ

◆東日本大震災では配水池が倒壊

管路延長 2,126.77 ㎞
（Ｈ30年度決算）

沢配水池

容量：500 ㎥

規模：Φ10ｍ×ｈ20ｍ
配水世帯数：850戸
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１ 経営面
（1） 簡易水道事業統合の概要

①統合時期：平成29年３月31日（統合上水道事業 平成29年４月１日～）
②旧簡易水道区域内人口：25,136人（平成31年３月31日時点）
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一関市水道施設図

ピンク色のエリア ：旧上水道事業
それ以外の着色エリア：旧簡易水道事業

※ 統合前の事業区域を表す資料であり現在の給水人口と一致しない
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（2） 簡易水道事業統合前後の経営状況の変化

料金回収率

‣ 100％強 → 80％弱

企業債残高対給水収益比率

‣ 統合前の1.8倍に

‣ 全国平均の4.2倍に

給水原価

‣ 統合前の1.3倍に

‣ 全国平均の1.8倍に

【経営比較分析表（平成30年度決算）抜粋・加工】
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（3） 統合によって生じたソフト面の効果や料金統一の取組み

①業務効率化に向けた取組経過

統合による業務効率化
‣ 会計システムの一本化
‣ 経理担当の集約 など

統合前から
‣ 業務効率化
‣ サービス維持向上 に向け取組み

窓口サービススタッフの配置



平成17年９月20日 １市４町２村合併

合併時「水道料金等→現行のとおりとし合併後３年を目途に統一」

平成20年６月14日 岩手宮城内陸地震発生

平成23年３月11日 東日本大震災発生

平成17年度

平成20年度

平成22年度

平成23年度

平成25年度

平成26年度

平成29年度

平成23年９月26日 藤沢町との合併

合併時「水道料金等→当面現行のとおりとし合併後統一」

年 度 経 過

平成25年12月24日～平成26年３月28日 水道料金審議会（計５回）

答申内容「統一料金総額を現行料金総額と同程度とし３年かけて段階的に統一」

平成26年９月18日 平成29年４月１日から料金を統一するための条例改正議決

水道料金統一

市議会の全員協議会等の意見を踏まえ「段階的な統一とせず３年後に統一」

②料金統一
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～H29年３月 増減額 Ｈ29年４月～

一関 3,770 +330 4,100

花泉 3,500 +600 4,100

大東 3,580 +520 4,100

千厩 4,000 +100 4,100

東山 4,000 +100 4,100

室根 3,796 +304 4,100

川崎 4,705 -605 4,100

藤沢 4,670 -570 4,100

メーター口径２０ｍm、使用水量２０㎥の場合（月額※税抜き）地域 特 徴

一関 用途別 基本水量制 メーター使用料有

平成10年度に料金改定(平均改定率19.2％)。
営業用が一般用に比べ単価の差が大きい。

花泉 口径別 基本水量無 メーター使用料無

平成10年度に料金改定。基本水量制を廃止し、使用
水量に応じた料金とした。市内唯一口径別の料金体
系。大口使用の企業がある。

大東

平成15年度に料金改定。料金体系については近隣他
市町村の状況を見ながら改定した。比較的、一般用
と営業用の単価の差が小さい。

千厩

平成７年度に料金改定。料金体系については近隣他
市町村の状況を見ながら改定した。比較的、一般用
と営業用の単価の差が小さい。

東山

平成８年度に料金改定(平均改定率20.8％)。料金体
系については近隣他市町村の状況を見ながら改定し
た。営業用が一般用に比べ単価の差が大きい。

室根 単一制 基本水量無 メーター使用料無

平成16年度に料金改定。それまでの用途別を廃止
し、単一制の料金体系とした。基本水量なし。

川崎

平成８年度に料金改定。料金体系については近隣他
市町村の状況を見ながら改定したもの。比較的、一
般用と営業用の単価の差が小さい。

藤沢

平成12年度に料金改定(基本料金のみ)。基本水量を
超過したものは同一単価としている。

口径別 基本水量無 メーター使用料無

従量料金は逓増・逓減とした。
３年の経過措置を設け段階的に統一する。

料金体系

現
　
行
　
料
　
金

統一料金

基本料金＋従量料金

基本水量制用途別

用途別 基本水量制 メーター使用料有

メーター使用料有

料金統一前の各地域の料金体系と特徴

料金統一後（現行）
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（4） 将来推計・料金改定の予定

①給水人口の予測

平成25年度末給水人口
‣ 108,447人

令和20年度末給水人口推計
‣ 78,090人

（△30,357人、△28.0％）

【平成29年３月作成 一関市水道事業経営戦略 抜粋】

Ｈ30決算時
102,017

Ｒ５ Ｒ10 Ｒ15 Ｒ20



10

②水道施設、水道管の更新費用の予測

※ 重要配水管以外の水道管：対症療法的な更新を想定

30年間の所要更新費用は約743憶円

‣ 年20憶円の建設改良費を計上（Ｈ30～）

※ 令和２年度にアセットマネジメント更新予定

耐震管への布設替工事

【平成29年３月作成 一関市水道事業経営戦略 抜粋】
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③投資・財政計画（Ｒ２年３月時点修正版） ※料金改定しない場合

令和４年度に15％程度の料金改定（値上げ）が必要
以後４～５年毎に10～20％程度の料金改定が必要

純損失

資金
ショート
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２ 施設面
（1） 簡易水道事業統合に伴う施設の統廃合や連絡管新設等の状況

管路更新率
‣ 管路延長が類似団体最長
‣ 簡水統合後、全国・類似団体下回る

施設利用率
‣ 簡水統合、人口減少により低水準化
‣ さらなる施設統廃合・ダウンサイジングを検討

釣山配水池の更新（ダウンサイジング）

【経営比較分析表（平成30年度決算）
抜粋・加工】
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連絡管の接続状況

ピンク色のエリア：旧上水道事業
青色のエリア ：旧簡易水道事業
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（2） 現在の施設の配置、給水区域

施設の数と効率性

施設数294

‣ 近隣の類似団体の２倍以上

効率性
‣ 全国平均を下回る

施設利用率
‣ Ｈ24年度以降落ち込み
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（3） 維持管理の方法

①脇田郷浄水場（一関）での集中監視（Ｈ29年度～）
‣ 中央監視装置による市内全域の監視
‣ 旧市町村毎に異なっていた監視装置を一元化

②管路網の一元管理（Ｈ29年度～）
‣ マッピングシステムによる情報一元管理
‣ 紙ベース管理の簡易水道もシステム管理とし

情報一元管理化

③施設運転管理の包括的民間委託（Ｈ30年度～）
‣ 共同企業体（ＪＶ）と５年間の長期継続契約

中央監視装置（市内全域の監視）
‣ 各施設の運転状況や送水量を常時監視

マッピングシステム
‣ 管種や布設年度などを管理
‣ 断水の影響がある世帯をシステム上で特定

ＪＶとは施設の災害時応援協定も締結
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３ おわりに
（1） 簡易水道事業統合による統合上水道の水道事業繰出金

（高料金対策に要する経費）への影響額見込み

（2） 統合前の簡易水道事業が行った建設改良に対する財政措置が
なくなる場合の影響額見込み

(1)(2)ともに令和元年度の繰出基準、交付税措置額から試算
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実現

持続可能な

統合上水道

経営面

‣ 料金改定

‣ 事務処理経費の軽減

国からの財政支援

①簡易水道事業と同等の繰出基準適用・交付税措置

②旧簡易水道施設について過疎・辺地対策事業債の対象に追加 など

施設面

‣ ダウンサイジング

‣ 維持管理の効率化・

民間委託



新型コロナウイルス感染症の

拡大が収束しましたら

ぜひ「温泉」と「もち料理」の

一関市にお越しください！

第２回 旧簡易水道事業等の経営に関する研究会


